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研究成果の概要（和文）：農政改革下における担い手育成支援と地域営農システムに関して、主に農地中間管理
機構を活用した取り組みに関して、その実績と制度設計上の課題に関して取りまとめた。担い手の構造変動と水
田大規模経営の展開方向を整理する中で、雇用型･複合型大規模化が進むとともに、6次産業化を含む生産関連事
業への事業範囲の拡大が確認できた。こうした担い手の経営展開を支えるためには、中間管理機構による農地集
積支援のみでは限界があり、農地管理、雇用管理、6次化の推進、販売戦略による補完が必要であり、関係機関
を巻き込んだ地域一体的農業支援システムの確立が必要である。

研究成果の概要（英文）：I studied agricultural management support and regional farming system under 
agricultural policy reform. Regarding the efforts utilizing the agricultural intermediary management
 organization, we compiled the results and issues. The direction of development of large-scale 
agricultural management using paddy fields has been changing to complex type management as 
employment has increased with scale expansion. At the same time, large-scale management has expanded
 the scope of its business to production related business. In order to support agricultural 
management, it is necessary to manage agricultural land, manage employment, expand business scope, 
and support sales strategies. It is necessary to establish a comprehensive agricultural support 
system in the area in cooperation with agricultural related organizations.

研究分野：農政学、農業経営学
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域営農システム
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
ＴＰＰ交渉参加を背景に、政権交代に伴い
農政改革の具体化が進行途上にある。すでに
方向が具体化されつつあるものとしては、第
1 に、農地中間管理機構の新規設立を中心と
した農地制度の見直しであり、管理機構の法
案化と共に関連する農地制度改正議論が進
む予定となっている。第 2に、日本版直接支
払制度のあり方をめぐって、経営所得安定対
策の見直し着手が予定されており、産業競争
力会議の提言を踏まえながら、生産調整のあ
り方にまで及ぶ制度見直しが開始される予
定となっている。ＴＰＰ交渉如何によっては、
さらなる制度改正が必要となると思われ、こ
こ数年のうちに土地利用型経営､とりわけ水
田農業の担い手を取り巻く政策環境は大き
く変更されることが予想される。 
他方、水田農業における担い手の育成動向
は､本格化する世代交代局面で、従来の家族
経営の枠を超えた 20～50 ㏊といった大規模
経営が増加すると共に、雇用型大規模経営、
組織法人経営、集落営農、公協型出資法人等
公的経営体、農外からの参入法人等、その多
様化が進展途上にある。こうした水田農業の
新しい担い手は､規模拡大によるスケールメ
リットと共に、独自販売や生産関連事業の拡
大等、経営多角化による範囲の経済を併せて
追求する付加価値型農業への転換を進めつ
つあるが、同時に、水田農業における日本版
直接支払制度に対応して、その所得形成の過
半が交付金等に依存する政策依存傾向を強
めてきている実態がある。 
 こうした現状の下では、農政改革の動向、
取り分け農地制度の改正方向と経営所得安
定対策を中心とする日本版直接支払制度の
方向により、水田農業の担い手の形態や確保
水準が大きく影響を受けることが予想され、
制度改正方向の吟味とその影響を実態的に
検討する必要がある。 
 
２．研究の目的 
ＴＰＰ交渉参加をはじめ、農地中間管理機
構の設置を中心とした農地制度見直し、生産
調整対策の抜本的見直しを含む経営所得安
定対策の見直し等、水田農業を中心とする土
地利用型農業をめぐる農政改革が急ピッチ
で進展しつつある。ＴＰＰ交渉の結果如何に
よってはさらなる制度改正が求められよう。     
他方、水田農業における担い手育成の動向
は、世代交代の急激な進展下において 20～50
㏊といった従来の家族経営の水準を超えた
大規模経営が増加するとともに、雇用型大規
模経営、法人経営、集落営農、公協型出資法
人等の担い手の多様化が進展途上にあるが、
所得形成における直接支払いを中心とした
政策依存傾向を強めている実態がある。 
進行途上にある政策枠組みの変更と担い
手育成方策、及びその影響を実証的に研究す
ることが本研究の目的である。 
３．研究の方法 

本研究では、今後進展が予想される農地制
度改正動向と経営所得安定対策等日本版直
接支払制度の２つの制度変更に着目し、その
改正をめぐる議論と方向を今までの担い手
育成政策との関連から評価する。また、制度
改正後の影響について、これまで調査してき
た本格的農業地帯である北海道、東北、関東、
中国、九州等における担い手育成や集団的土
地利用の優良事例地域を実態調査し、その影
響と再編動向を整理する。併せて 2015 年セ
ンサスの結果も利用しながら制度改正の構
造変動に及ぼす影響やその改善方向に関し
て実態的に研究する計画である。 
 
４．研究成果 
(1)、大規模担い手の動向と規模の経済 
水田農業の規模の経済は、稲作作付規模 10

㏊程度で急激に下げ止まり、個別経営、組織
経営、任意組織に関わりなく、Ｌ字型のコス
トカーブを描く。同様に、転作を含めた水田
作付け規模では、20～30㏊程度で費用曲線が
一定となり、企業形態に関わりなく、ほぼ同
じ費用曲線となっている。こうした規模の経
済を反映した形で、経営規模で 20～30 ㏊以
上層、稲作付規模で 10～15 ㏊以上層へのせ
り上がりが進展途上にある。  
 こうした中で、経営規模別の作付の上層集
中度を見ると下層では主食用稲、適正規模階
層の 10 ㏊前後層では飼料米への傾斜、15 ㏊
以上の大規模層では、稲以外作付の集中度が 
高く、複合化等の経営展開の方向が異なって
きている。こうした規模拡大と作付状況を反
映して、上層においては、借地による規模拡
大に連動して稲以外転作による複合化を推
進すると共に、年間就業の平均化を図りつつ、
雇用拡大と生産関連事業への取り組みを強
めつつある。くわえて、こうした転作拡大を
媒介した規模拡大は、大規模層の収益におけ
る奨励金依存を強めつつあり、その経営展開
が政策依存を強めつつある点が問題となっ
ている。 
 
（2）農地中間管理機構の実績 
農地中間管理機構は、2014 年から本格化す
る。利用権設定を含めた担い手への農地集積
率は、14年の48.7％から16年の52.3％へと、
農地利用の過半が担い手に集積されつつあ
るが、担い手への 8割集積を目標とする集積
目標対比では、その達成率は 50％程度に留ま
り、その集積テンポが問題とされている。こ
うした中で機構による転貸面積は 16 年度で
7.7 万㏊に達するが、既存の賃貸借から機構
に預け替えるいわゆる「付け替え」面積も多
く、新規集積面積は 2.7万㏊、新規集積面積
割合は 35％に留まっている。そのため、集積
増加面積に対する機構転貸面積の寄与度は
42.7%となり、流動農地の過半に達していな
い現実がある。やや過大な目標面積との関係
ではその寄与度は 18％にまで下がり、その介
入率が問題となってきている。 



次に、地域差を確認すれば、集積率 88.5％
の北海道を別格とすれば、東北、北陸が 5割
を超え、九州地域がそれに続くが、関東から
中四国は 2～3 割程度に留まっている。集積
率が大きく増加したのは、東北、北陸、北関
東、東山及び山陰であり、東日本が中心であ
る。担い手集積の到達水準、テンポとも地域
差が大きい点が第 1の注目点であろう。機構
の活用においては、2014 年度には集積寄与度
の高い北陸、東海、近畿、山陰、山陽のいわ
ゆる集落営農地帯で顕著であったが、2015 年
度には集積増加面積を上回る機構転貸面積
となり、寄与度が 100％を超える地域が全国
的に拡大していった。いわゆる「付け替え」
による農地制度の使い分けが集落営農地帯
から全国化していったのであり、見かけ上の
集積が進行していたといえよう。 
第 3に、機構事業の経営形態別利用実績を
確認しよう。主流の流動形態は地域内の認定
農業者であり、個別経営、農事組合等、企業
の経営形態別の利用動向が問題となる。個人
経営は経営体数では 51％で主流となるが、面
積では 30.8％にとどまり、農事組合等が経営
体数で9.8％であるが､面積では43％を占め、
利用面積では主要な利用主体となっている。
企業は経営体数で 3.8％、面積で 13.3％にと
どまっている。地域的には、北海道は TMR セ
ンターを中心とした草地利用が主体であり､
やや特殊・別格となる。面積ベースで見れば、
北陸、北関東、南九州、沖縄が個人拡大が主
流であり、東山、東海、近畿、山陰、山陽､
北九州の集落営農地帯で農事組合等の利用
が主流となっている。 
以上、経営形態別の利用実績は、地域内の
認定農業者が中心であり、集落営農を主体と
する農事組合等がその利用面積の4割を占め
ている。こうした集落営農を中心とした「付
け替え」を含む事業利用がこの間の利用実績
の中心である。センサスで確認した組織経営
体における法人化の進展は、経営所得安定対
策とも呼応しつつ、借地拡大へ向けた任意組
織からの制度対応であったと理解できる。こ
の間の流動支援は、担い手への規模拡大加算
からムラ等への地域集積協力金へと制度変
更しており、受給主体が担い手メリットから
地域メリットへと移行してことになる。そう
したメリット措置を活用しやすい集落営農
等が機構をうまく活用してきたとしてよい。 
 
(3)中間管理機構の取組(新潟市の事例) 
 新潟市は、平成 17年に周辺 12市町と合併、
平成 19 年に日本海側初の政令指定都市とな
った大型自治体である。市の水田面積は全国
１位、米産出額も第 1位、農業産出額は全国
3位、認定農業者数も第 1位となっている。  
 2012 年から人・農地プランへの取り組み、
2014 年から農地中間管理事業の取り組みが
本格化したが、認定農業者数 3317（約 100 経
営増）、認定農業者への農地集積率 58.3％（8%
増）、年間新規就農者 60 人（約 15 人増）、耕

作放棄地 186 ㏊（約 30 ㏊減）と、事業取り
組みを契機に担い手育成と農地集積の改善
が進展してきた。 
 人・農地プランへの取り組みは 2012 年か
ら行政区 8地区のうち、都市部の中央区を除
いた 7地区の地域再生協議会単位で 7プラン
を作成していった。その基礎には、2 月の転
作配分、8 月の出荷調整時に開催される全集
落（573 集落）対象の集落座談会がある。こ
うした広域プランを具体化するため、平成 25
年からは各地区単位でモデル地区を設定
（151 集落）、重点地区（17 地区）を中心に
地域単位での話し合いを強化していった。そ
こでは、ベースはあくまでも人・農地プラン
とし、耕作放棄の未然防止や担い手育成のた
めの地域の話し合いを基本とすること、地域
の土地利用を圃場図に落とす中で、無理をせ
ず可能な農地から集約化を図ることを基本
とした。そして、中間管理機構は、そうした
農地集積の手段であり、規模拡大や農地利用
の集団化においてうまく中間管理機構を活
用するとともに、折からの米価下落傾向の中
で補助金を上手く活用しようというものだ
った。こうした中で、人・農地プランの中心
経営体は 2012 年の 177人から 2014 年末には
1866 人と着実に増大、認定農業者自体の増加
も伴いながら、担い手のリストアップと地域
におけるその認知化が進展していった。 
新潟市では、担い手育成と地区内土地利用
改善を主眼に中間管理事業の活用を進める
ことになった。その特徴点は以下の点である。 
 第 1は、事業推進における業務委託体制の
確立と責任の明確化である。事業推進に当た
り、中間管理機構及び業務委託先たる市町村
の現場においても担当者のマンパワーが不
足していた。関係機関との業務委託関係の確
立と連携が不可欠となった。第 2は、重点地
区を中心とした地元における徹底した話し
合いの重視である。特に圃場図を活用した目
に見える形での合意づくりを重視している
点に特徴がある。第 3は、借受希望者の絞り
込みである。新潟市における認定農業者は
3317 経営であり、人･農地プランにおける中
心的経営体は1866経営、認定農業者の56.3％
となっている。中間管理機構の借受希望公募
者はさらに絞り込まれ、1160 経営、認定農業
者対比 35％、プラン担い手対比 62.2％であ
る。担い手対象は、絞り込まれた担い手育成
となっている点に特徴がある。第 4は、出入
り策の調整問題である。借受希望者は広域応
募の者も多く、他市町村から 17 経営あると
ともに、新潟市からも他市町村へ 223 経営ほ
ど出作希望している。個別拡大が主流の中で
出入作が激しい地域であり、新潟市全域では
近隣市町村への出作者が多い点に特徴があ
る。借受者のうち、1022 戸が面積の拡大希望
（88％）、農地利用の集団化希望の者が 724
戸（62.4％）となっており、農地利用調整に
関する期待は、規模拡大ばかりでなく団地化
による作業改善を望む割合も高い。ただし、



機構配分の圃場筆数は 5770 筆、一筆当たり
面積は 8.4ａと零細圃場中心の流動化である。 
 中間管理機構の集積実績は、脱農型の経営
転換協力金の利用者は、101 件、152.7 ㏊と
なっており、出し手の平均面積は 1.5㏊規模
である。ほぼ中間層にまで農地の出し手層が
拡大してきたことがわかる。団地化に協力す
る耕作者協力金は、23 件、12㏊に留まった。 
 地域集積協力金は、新潟市においては４地
区で対象となった。４地区合計で 168㏊、地
区内集積率 64.2％に達しており、目標の 8割
にはまだ距離があるが、新潟市平均の認定農
業者への集積率 58.3％より 10％ほど高く、
この集積率の上昇が初年度の中間管理事業
の実績と言える。担当者や地域代表者の意向
として、あまり無理に集積率を高めるのでは
なく、まず形を作る中で徐々に集積率は高ま
っていくとみている。性急な成果を求めるの
ではなく、時間をかけて無理なく集積を進め
ることが、結局は集積率と共に地域に合致し
た土地利用システムを形作っている。 
 中間管理事業の特徴は、農地の中間保有に
おいて、農地の集積過程と配分過程を分離し
て、立候補型の公募借受希望者に中央統制的
に農地を配分させる仕組みにある。貴重な資
産である流動農地の管理においては、これま
で地権者や地元の意向を調整する形で丁寧
な利用調整を図ってきた農家や現場からす
ると、その管理手法に違和感や不信感が強い。
流動農地の制度別使い分けの底には、こうし
た中間管理手法への違和感・不信感がある。 
この取組の過程で事業推進上の課題とな
っている点を列挙すれば以下のようである。
第 1に、制度上の問題である。今回の機構の
仕組みは、農地の集積過程と配分過程を分離
し、配分過程において所有者や地元の意向を
切断した点にある。配分過程への「不信感」
がその根本にある。これに付随して、貸借成
立までの手続き期間の長期化（4 ヶ月ほど）、
煩雑化（登記簿の必要など）がある。第 2に、
推進体制上の問題である。機構本体のマンパ
ワー不足と共に、業務委託される市町村等の
体制不足の問題がある。第 3に、農地属性に
伴う問題である。該当農地の抵当権、未相続、
荒廃程度、公図･台帳上の不備など、その確
認を含めて膨大な作業が必要となる。第4に、
貸借契約上の問題である。10 年以上という長
期貸借要件、物納制の不可などが指摘されて
いる。第 5 に、受け手に関わる問題である。
規模拡大加算が廃止され、地域集積協力金に
変更されたことによる受け手メリットの喪
失と、毎年の利用状況報告に代表される受け
手負担の増大などが問題であろう。第 6 に、
長期契約に伴う問題である。土地改良に連動
した流動化の場合の償還金や有益費等の扱
い、米価下落下の小作料の長期契約への不安
など、諸負担の帰属関係をめぐる不分明さが
あげられている。合理化事業段階から引き続
く問題もあるが、集積と配分分離に伴う新し
い問題もある。問題整理と運用上の改善の検

討が必要であろう。 
 
（4）国家戦略特区を使った農外企業活用(兵
庫県養父市の事例) 
養父市は兵庫県北部の中山間農業地帯で
ある。過疎化と高齢化による地域農業崩壊へ
の危機感から、国家戦略特区に手を挙げた。
特に注目されたのは、企業による農地所有権
取得の特例（2016 年認可）であり、企業によ
る農地取得の露払いとなるのではとの危惧
も呼んだ。実績としては、参入企業 13 社が
貸借を中心に18.63㏊の農地取得を進めると
共に、うち 4 社が 1.34 ㏊の農地所有権取得
を行っている。こうした、参入企業による担
い手の育成・活用の象徴的事例となっている
のが市南東部の能座地区へ参入した建築関
連企業（株）Ａｍｎａｃの土地利用型農業の
参入事例である。耕作放棄地を復元した特区
活用の成功事例として、全国的に注目されて
いる。 
旧養父市建屋地域能座地区は、現地に行く
とかなり急傾斜の山間農業地帯である。2017
年総戸数 34 戸、人口 87人、高齢化率 49．4％
の山間過疎集落である。農地面積は16.6㏊、
水田は 14 ㏊だが、傾斜地のため法面面積が
大きく、耕作地は半分ほどになる。限界集落
化が進むとともに遊休地や空き家が発生し
つつある状況であった。離村の発生や、3 分
の 2に及ぶ遊休地・耕作放棄地の増加、高齢
化による共同管理作業への出役困難等によ
り、集落管理活動の限界感・あきらめ感が広
がっていたという。 
 こうした中で、2014 年、養父市が中山間農
業国家戦略特区に名乗りを上げた。すでに農
業部門を立ち上げていた三木市の建築関連
会社、山陽Ａｍｎａｃが「養父で酒米づくり
をしたい」と応募、同年養父を訪問し、市担
当者、集落関係者と現地視察を行った。翌
2015 年 3月、再度Ａｍｎａｃ会長が現地を訪
問、能座役員との面談を行った。話し合いの
過程で現地に根ざした担い手となることを
提案、三本の矢として①能座地区の休耕田ゼ
ロを目指す、②事業を受け皿に定住者を呼び
込む、③能座の酒米を原料にオール但馬で作
った日本酒を海外へと呼び掛けた。地区役員
は、「何もしなければ能座はなくなる」との
危機感の下、3 日後に能座地区総会で検討、
「守ってきた農地が活かされる」とＡｍｎａ
ｃの受入を決定、併せて、ムラぐるみで 2年
がかりの遊休地等の復元再生作業に協力す
ることを決定した。あわせて、他出者を含む
農地権利移動の合意作りを図りつつ、人・農
地プランの作成、農地中間管理事業の導入を
通じて、企業の耕作体制に向けた準備を進め
ていった。 
 2015 年秋、現地法人Ａｍｎａｃ（株）を設
立、役員体制はＡｍｎａｃから 3 人（会長、
社長、現地職員）、能座地区役員 4 名の 7 人
体制とし、定例役員会を年 4回開催する形で
地域の協力体制を作り上げていった。あわせ



て、従業員であったＭ氏（女性）が家族ぐる
みで能座に移住、現地役員に就任することで
企業の本気度を示す形となり、地域の信頼感
を高めていった。復田への取り組みに連動し
て、能座地区の農地の過半を集積すると共に、
近隣地域にも集積農地を拡大する形で経営
耕地は 10㏊に達してきている。 
農外企業参入の成果と地域農業の課題を
まとめると以下のようである。①短い期間に
10㏊に及ぶ遊休地復元を行ったこと、②地元
農家、進出企業、行政の3者が連携を強化し、
農地の保全体制と進出企業の定着基盤を確
立してきた実績は、現地の耕地条件を考慮す
ると、非常に高く評価できる成果である。③ 
遊休地復元を契機に、企業も連携する形で地
元の話し合いが強化され、むらづくり委員会
主催の懇親会やお祭りの復活、福祉委員会主
催の交流会等が活発化した点も、地域おこし
の観点から重要であろう。④今年度からは進
出企業が提携するスーパーの従業員の農業
体験研修先として、都市住民とのボランティ
ア交流も広がってきている。進出企業受入を
契機に、地域住民の自信と誇りを取り戻す形
で、地域の農業構造と活力が一新された。 
そうした高い評価の一方で、いくつかの課
題も見えてきている。①進出企業の経営基盤
は、法面の草刈や水路管理等、地元農家の協
力体制の下でその継続性が担保されている。
高齢化の進行の下で、こうした地域の支援体
制が徐々に弱体化する可能性が高いが、企業
体のみの体制でそうしたカバーが可能かが
問題となる。従業員の現地移住等はなかなか
見込めない中で、地元雇用も含めた従業員対
策と共に、長期的には公共的な支援システム
の確立が必要となろう。②農地管理体制の強
化である。相続の発生に連動して、地元との
関係が切断した相続人や所有者不明農地の
発生が危惧される。流動農地を県一本の中間
管理機構で管理することには無理があり、世
代交代に連動して、市町村や現場レベルでの
農地情報の管理体制の強化とストック保有
体制の強化が求められよう。農業委員会や JA
の役割の再評価が必要である。③企業への所
有権取得解禁の評価である。国家戦略特区に
よる企業参入への取り組みを契機に、農地利
用体制が再建強化された点は高く評価でき
るが、企業の農地所有権取得は現場を見る限
り必要悪としての農地所有であり、経営的有
利性確保の誘因は少ないように感じられる。
転用機会の少ない養父市の場合、副作用も少
ないと判断できるが、都市部を含む拙速な全
国展開には、問題が多いように感じられる。
企業における農地所有権取得の意味を吟味
すると共に、少なくとも中山間地等の地域限
定を課す方向での検討が必要であろう。 
 
（5）まとめ  
平成 30 年度には、中間管理機構の運用を
含む農地制度の見直しと再検討が進むこと
が予定されている。担い手の構造変動の現段

階と経営展開における雇用型・複合型大規模
経営の方向と、組織的な生産関連事業へのビ
ジネス範囲の拡大を支える担い手育成シス
テムが求められる。他方、市場環境の悪化に
連動して、担い手経営における奨励金依存･
政策依存の傾向が強まっている。自立化に向
けた市場環境の整備が急がれる。こうした中
で、農地制度としては、中間管理機構を活用
した農地流動化が目指されているが、制度上
や運営上の課題が多く、より現場に密着した
方向での運用改善が望まれる。また、地域に
おける希少資源は、農地から労働力に移ると
ともに、6 次化を含む産地育成機能が求めら
れている。農業支援システムとして、農地･
雇用･6 次化･販売の一体的支援システムが求
められているのであり、関係機関を巻き込ん
だ地域営農支援システムの確立が必要であ
ろう。 
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